
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（令和元年度）
Check

一般
302,000 223,000

286,866

茅ヶ崎市に在住・在学している小・中学生に、茅ヶ崎市に
ついて学ぶ地域教材を作成・提供することで、子ども一人
一人に地域への興味・関心が醸成されることに寄与した。

2,700部
2,500部

小学校児童配付部数
中学校生徒配付部数3,967,159

213,938

変動
なし

Ｓ4
創意工夫研究作品
展事業

4 0.56

1
「子どもの教育」講
座・講演事業

1 0.48 一般

2,954人

茅ヶ崎市に在住・在学している小・中学生を対象に創意工
夫・研究作品展を開催し、創造性や研究心を培う機会を
提供することで、児童・生徒の主体的な活動と学びを促す
とともに、家庭教育の活性化の一助とすることができた。

2,800人
創意工夫研究作品展来
館者

Ｓ

0 0

3 図書刊行事業 4 0.15 一般
4,203,000 4,291,000

Ｓ
変動
なし

●

0

2,747部
2,708部3,874,833

変動
なし

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策

従事
者数

会計
区分

H30予算(円) R元予算(円) 何・誰に対して
（対象）

765,415 442,200

2
教育情報ホームペー
ジ等広報事業

1 0.13 一般

0

Ｓ
変動
なし

766,000 489,000

2回
36回

市民に対して、教育センターが推進する事業に関する情
報を、ホームページや広報誌・チラシを通して提供した。そ
れにより、講座・講演等の開催、教育相談事業等の情報
を、関係機関や教育に関心を持つ市民に周知することが
できた。

2回
16回

教育センターだよりの発
行数
教育センターホーム
ページの更新回数

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

R元実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

R元目標値事務事業の指標
H30決算(円) R元決算(円)

取組
時間

事務
改善

休・
廃止

評価

793人

講座・講演を通して、子育てに関する知見を学ぶ場を市民
に提供した。それにより、子どもの教育や子育てに関わる
参加者が抱える不安や悩み、疑問等の解消、軽減が図ら
れた。

740人講座講演参加者数

6 0
456人 492人 351人

事務事業評価表

課名 教育センター 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　子どもの成長発達についての調査・研究
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H29年度 H30年度 R元年度

28.2 時間0 人 2 人 3 人

2

10.58 人 1,689 時間

青少年教育相談室の相談件数 2,686件 2,700件 2,960件 2,805件 2,141件

　教育課題についての調査・研究

教育関係職員の研修等の参加者数 2,199人 2,100人 1,985人 1,866人 1,805人
3 　教職員の研修機会の提供と学校の支援

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 9

　子どもの健やかな育ちを促す教育を研究し支
援する

髙橋　励
管理職 左記以外

3 人 5 人

4 　質の高い授業づくりの支援

5 　相談・支援体制の充実

市民・保護者の講座等の参加者数 613人 650人



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

合計

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　教育センターの令和元年度事務事業のうち、政策的事業は8事業であり、評価結果は、全て指標の80％以上の達成状況であることから「Ｓ評価」となっている。
　施策指標としている①「教育関係職員の研修等の参加者数」、②「青少年教育相談室の相談件数」、③「市民・保護者の講座等の参加者数」のうち、①、③の実績値の減については、対象となる研修者のうち経験
年数5年未満の教職員が減少したことや、対象となる講座等が平成30年度から3講座減となったことが影響したと分析している。
　政策的事業№5～8については、「相談支援体制の充実を図るための事業」として今後も継続していくが、より一層の充実を目指すには、施設、人員等の増員が必要と考えられる。まずは現状体制下での充実と効
率を図っていく。
　№3、4については、「質の高い授業づくりの支援」として十分成果を挙げている。しかし、今後、業務軽減を念頭に置きながら事業運営を進めていくためには、手法や規模の再検討を視野に入れている。
　№1については、施策指標でも触れたとおり、講座等の実施数の見直しを行っていることから、実績値に若干の減少が見られる。業務改善も視野に入れながら、個々の講座の位置づけや意味づけ、効果等を見極
めながら、今後の再構築を推進していきたい。
　№2についても、従来の紙に基づく広報・発信から、改めてホームページの活用に着手し始めている。業務軽減と利用者の利便性を両立する工夫を進めていく。
　時間外勤務については、総時間で1,689時間、一人あたりの月平均に換算すると28.2時間である。30年度との比較では、総時間で209時間の増、一人あたりの月平均で3.5時間の増である。前年に比べ研修対象者
である初任者数が増えたこと等が要因として考えられるが、全体としては前年に比べて安定した中で事業運営の改善に努めていた。今後、業務の検討や取り組みの工夫を重ね、時間外勤務の削減に努めたい。

R元予算（円） 54,383,000

R元決算（円） 52,231,613

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

2 教育情報ホームページ等広報事業
教育センターのホームページを整理し、教育センターの取り組み、講座・講演会等を広く周知するため、閲覧のしやすさ、関連ページへの反映、講座・講演会への申
込フォームの作成などに取り組んでいる。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、講座情報の修正等の急な対応があったため進捗は遅れているが、継続して
取り組んでいく。

8
青少年教育相談事
業

5 0.86 一般
14,314,000 14,136,000

13,137,276

心の教育相談員の勤務
日数

市内全小・中学校に配備しているスクールカウンセラーの
相談環境の整備を行った。児童・生徒、保護者、教職員等
に対する相談対応が支障なく円滑に行うことができた。

変動
なし

Ｓ

13,322,528

変動
なし

Ｓ
青少年教育相談員
10人

青少年教育相談員
10人

相談体制の維持

64,964 64,992

7 心の教育相談事業 5 0.18 一般

26,588,000 26,616,000

Ｓ
変動
なし

65,000
6

スクールカウンセ
ラー活用事業

5 0.13 一般
65,000

26,587,733 26,303,459

13校

年間160日

13校

年間160日

カウンセリングルームの
整備対象校数

変動
なし

Ｓ5
あすなろ教室（適応
指導教室）事業

5 1.21 一般

8,566,000 8,563,000

8,199,948 8,009,663

医療3回
心理9回

医療3回
心理9回

スーパーバイザーによ
る研修回数

茅ヶ崎市に在住・在学している不登校状態の小・中学生を
対象に、登校復帰と社会的自立を促すプログラムとその
実践の場を提供した。それにより、通室生が基本的な生
活リズムを取り戻し、人間関係の改善に向き合い、登校へ
の意志を持つようになった。

市立小・中学校の児童・生徒を対象に日常の心理的な負
荷を解消する心の教育相談員を配置したことにより、多く
の子どもが不安やストレスから気持ちを整え、日常の生活
を送ることができた。また、児童・生徒への早期対応・支援
が実施できた。

児童・生徒や保護者、教職員に対し、電話相談や面接相
談等を実施することにより、児童・生徒が抱えている教育
上直面する問題及び不安や悩みに寄り添い、健全な発達
を支援した。



５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No. 事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

－
個々の担当業務の進捗状況と今後の予定を確認する中で、全事業の見直しを検討した。政策的事業の休・廃止は、すぐに実現するのは難しいが、改善を行いながら
合理的な手法を検討し、統廃合の可能性を視野に入れ、各事業に取り組んでいく。




